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本日のご説明内容 

１. 会社概要 

２. 事業概況 

３. 成長戦略 

この配付資料に記載されている業績目標等は、いずれも当社グループが現時点で入手可能な情報を基にした予想値であり、 

これらは、経済環境、競争状況、新サービスの成否などの不確実な要因の影響を受けます。  

従って、実際の業績等は、この配付資料に記載されている予想とは大きく異なる場合がありますことをご承知おき下さい。 



2 会社概要 

業 種 情報・通信 

京セラ株式会社 

トヨタ自動車株式会社 

12.76% 

11.09% 

主要株主の 

状況 *1 配当利回り 2.67% 

141,851百万円 

発行済株式総数 896,963,600株 

株  価 5,999円 

*5  1.81倍 PBR 
（株価純資産倍率） 

時価総額 

田中 孝司 代表取締役社長 

創 業 1984年6月1日 

5.4兆円 

商 号 KDDI株式会社 証券コード 東京証券取引所一部(9433) 

資本金 PER 
（株価収益率） 

11.8倍 

*1：出資比率ベース（2014年3月末時点)   *2：2014年6月末時点  *3：2014年8月29日終値ベース  *4：2014年度配当予想(4/30発表)8/29終値より算出 

*5：2014年度予想 (4/30発表)と8/29終値より算出 

*3 

*3 

*5 

*4 

28,159人    連結従業員数 *2 

単元株式数 100株 



3 沿革 

KDD  

IDO   

＋  
2000年10月 
3社合併で誕生 

2001年10月合併 

2005年10月合併 

2006年1月合併 

2007年1月統合 

2007年6月連結子会社化 

2008年4月連結子会社化 

［注1］ｼﾞｬﾊﾟﾝｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ（株）［注2］中部ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ（株）［注3］（株）ｼﾞｭﾋﾟﾀｰﾃﾚｺﾑ 

モバイル 固定通信 

KDDI ＝ 総合通信事業者 

2013年連結化 

DDI   
＋  

固定電話/光ファイバ/ケーブルテレビ   携帯電話/高速データ通信   

au（セルラー7社）  

ツーカー 

パワードコム  

東京電力 光ファイバ事業  

JCN 注1 

CTC 注2 

J:COM 注3 
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社是 

「心を高める」 
～動機善なりや、私心なかりしか～ 

企業理念 

KDDIグループは、全従業員の物心両面の幸福を追求すると同時
に、お客さまの期待を超える感動をお届けすることにより、豊かなコ
ミュニケーション社会の発展に貢献します。 



09年度 10年度 11年度 12年度 13年度 

1億983万 

5 日本のモバイル通信市場 

29% 

45% 

26% 

市場シェア 

全契約数 
1億3,955万 

2014年6月末 

携帯電話契約数 

 *3社間シェア（NTTドコモ,ソフトバンクモバイル, au） 

NTTドコモ 

ソフトバンク 
モバイル 

 *3社合計（NTTドコモ,ソフトバンクモバイル,au） 

1億3,955万 
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71%

12%

9%

8%

2013年12月末 

全契約数 

2,502万 
NTT 

電力系事業者 

その他 

＊インターネットサービスの契約がある回線数 
＊出典：総務省  

5%
4%

38%

多チャンネル 

契約数 

765万 

53% 
J:COM 

CNCI 

TOKAI 

その他 

2013年9月末 

光ファイバ* 市場シェア ケーブルテレビ 市場シェア 

日本の固定通信市場 

＊JCNは2014年4月1日にJ:COMと合併したため、J:COMに含む 
＊放送ジャーナル（2013年12月号）を基に当社作成 



7 株価推移 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2000年10月 2002年10月 2004年10月 2006年10月 2008年10月 2010年10月 2012年10月 

2012年3月 

auスマート 

バリュー開始 
2011年10月 

KDDI初となる 

iPhoneを発売 

2002年4月 

第三世代携帯電話 

サービス開始  

2004年11月 

「着うたフル®」 

  開始  

2008年7月 

ソフトバンクが 

iPhone3G発売 

2003年11月 

業界初のパケット 

定額制導入 

*期間：2000年10月31日～2014年8月29日（月末終値ベース）  

*2013年4月1日に投資単位引き下げを伴う株式分割（普通株式1株につき2株の割合をもって分割）を実施。 
  上記株価推移は、当該株式分割を考慮した場合の金額推移。 

2010年12月 

社長交代 

（円） 

03～07年度： 

純増数で他社を圧倒 

( 5年連続純増No.1 ) 

2013年4月 

中期目標発表 
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(年度) 

160円 

130円 

23%増 

13期連続増配予定 

予想 

(円) 

1株あたり年間配当金 



9 株主優待制度のスタート 

１年未満 １~５年未満 ５年以上 

100~999株 5,000 8,000 10,000 

1,000~1,999株 10,000 13,000 15,000 

2,000株以上 15,000 18,000 20,000 

単位：円 

保有株式数や保有期間に応じて、 
au端末購入にご利用いただける優待券を贈呈 

株主さま 
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本日のご説明内容 

１. 会社概要 

２. 事業概況 

３. 成長戦略 
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0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

'00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '13 '14

4兆3,336億円 

(年度) 

6%増 
4兆円超え 4兆6,000億円 

18%増 

営業収益 

予想 

(兆円) 



12 営業利益 

0

2,000

4,000

6,000

'00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '13 '14

(年度) 

7,000億円超え 6,632億円 10%増 

7,300億円 

29%増 

予想 

(億円) 



au通信ARPU 

4,210 
4,200 

4,250 

(円) 通期推移 

通期比較で反転へ 

*au通信ARPUの定義は、パーソナルセグメントにおけるデータ専用端末、タブレット、モジュールを除く、モバイル累計契約数で算出 

-0.2% 
前期比 

+1.2% 

前期比 

2012年度 2013年度 2014年度 

*au通信ARPU＝[音声（割引前）]＋[ﾃﾞｰﾀ]－[割引適用額] 

お客さま一人当たり売上 

予想 

モバイル 13 



14 お客さま基盤の拡大 

2012年度 2013年度 2014年度 

3,771  

4,052  

4,317  
au契約数 

(万) 

265万の純増を目指す 
 

累計契約数は、 
前期比 +6.5%の拡大 

年度末累計契約数 

予想 

+7.5% 
前期比 

+6.5% 
前期比 

モバイル 



15 持続的な利益成長と株主還元の強化 

利益成長 
 連結営業利益  

 EPS*  

 配当性向  

経営の選択肢として検討  自己株式取得 

株主還元 

2013年度 今後 
(2014年度から2015年度まで) 

前期比 

29%成長 

前期比 

26%成長 

毎期成長率 

2ケタ 

配当性向 

30%超 

＊ EPS (Earnings per Share):1株当たり当期純利益 

33% 
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本日のご説明内容 

１. 会社概要 

２. 事業概況 

３. 成長戦略 



国内事業成長のキーファクター 

お客さま１人 
あたりの売上 

お客さま数 

通信料収入 

付加価値売上 

スマートフォン 

光ファイバー 

ケーブルテレビ 
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LTEの高速通信ネットワークを大幅に強化 

99% 
2014年６月末時点 

サービス開始以降、“最速”でエリアを整備注1 

～800MHz au 4G LTE 人口カバー率
注2

～ 

注1) 各社エリアマップを基に当社にて調べた結果に基づく（2014年6月末時点） 
注2) 「人口カバー率」は、国勢調査に用いられる約500m区画において50%以上の場所で通信可能なエリアを基に算定。（電気通信サービス向上推進協議会が公表した新基準による） 
*4G LTEエリア内でも、電波状況により3G通信となる場合またはご利用いただけない場合があります。 
*対応機種：4GLTE対応のAndroidTM、iPhone5s、iPhone5c、iPad、iPad Air、iPad Mini、Ｒetinaディスプレーモデル  

18 



観光地における通信品質の向上 

富士山の登山道・山頂、四国八十八カ所、北は知床から、南は琉球王国遺産まで、 

日本の世界文化遺産・自然遺産・観光地でもつながりやすく 

*LTEエリア内でも、電波状況により3G通信となる場合またはご利用いただけない場合があります 
*画像は左上から時計まわりに、富士山、霊山寺（四国霊場）、オシンコシンの滝（知床）、富岡製糸場、白川郷、首里城公園（沖縄県）                                     ©昭文社 
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成長戦略の主なサービス（1） 

au759万契約 
(2014年6月末時点) 

(auスマートバリュー+auスマートバリューmine合計) 

モバイル 

2年間 毎月最大1,410円
注1

割引 

新料金プラン 

ご利用の 

auケータイも 

 

New 

インターネット 

電話 

or 

テレビ（注2） 

固定ブロードバンド 

（指定のデータ定額サービスに加入） 

スマートフォン タブレット 

注1) auスマートバリューは加入する指定のデータ定額サービスによっては、永年934円/月の割引となります。提携先により一部の新料金プランがauスマートバリュー割引の対象外となる場合があります。    
注2) インターネット+テレビがauスマートバリュー割引の対象とならない提携先CATV会社があります。      *auスマートバリューはご契約翌月から割引     *表記の金額は全て税抜  

（注1） 
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（3年目以降、934円割引） 



成長戦略の主なサービス（2） 

14,444円(税抜) 

(最大7,222円×２回) 

*「Android」は、Google Inc.の商標または登録商標です。  iPhoneの商標は、アイホン株式会社のライセンスに基づき使用されています。 

1,070万会員 
(2014年6月末時点) 
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Android™ ユーザー向け 

iPhone&iPadユーザー向け 

ゲーム、エンターテイメント、 

音楽、写真・ビデオ、占い、 

コミュニケーションツール、 

ライフサポート、etc・・・ 

データお預かり 



成長戦略の主なサービス（3） 

累計500万を突破 申込数＊は 

プリペイド型で 

＊5/8受付開始から8/27までの申込数合計 

22 



グローバル事業の成長戦略 



グローバル事業の推進 

グローバルICT 
（法人向け） 

グローバルコンシューマ 
（個人向け） 

データ 
センター 

ネット 
ワーク 

クラウド 
/SI 

新興国での 
新事業 

米国での 
MVNO 

世界27地域、60都市、103拠点でお客様をサポート 

データ 
センター 

ネット 
ワーク 
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KDDIのグローバルデータセンター
「TELEHOUSE」 

世界13カ国/地域・24都市・
43拠点に 

英国ロンドンのDCをさらに拡大し、エリア最大規模に 

データセンター事業の拡大 

London Docklands データセンター 

英国最大のネットワーク集積地である
DocklandsエリアのDCをさらに拡大 

25 



2014年7月 
ミャンマー国営郵便・電気通信事業体 MPTと 
KDDI/住友商事の合弁会社であるKSGMが 

「共同事業運営契約」 を締結 

MPT 
Myanma Posts and  

Telecommunications 

ミャンマー通信事業への参入 26 



ミャンマー市場 

急速な成長が期待できる新市場に参入 

出典：World Bank ITU-D ICT STATICS2014, IMF World Economic Outlook Database, April 2014 

アジア周辺各国の携帯電話普及率 

2013年 2016年 

約4,750万 

の新規加入 

人口 

6,493万 

人口 

6,800万 

80% 

10% 

携帯電話普及率ミャンマー政府目標 

100%超 

100%超 
100%超 

66% 

100%超 

100%超 

100%超 

100%超 

10% 

100%超 
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総合的に通信サービスを提供 

携帯電話 

固定サービス 

上位レイヤーサービス 

セキュリティ 金融 農業 

教育 医療 映像・音楽 

高速インターネット 法人向けサービス 

強固なバックボーンNW 

※市場環境を勘案し順次提供 

28 

セキュリティ 金融 

教育 医療 



本日のまとめ 

利益成長 株主還元 

営業利益 
2ケタ増益 

配当性向 
30%超 

2015年度まで 

持続的な利益成長と株主還元強化を継続 
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